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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １  当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間(連結会計年度)に係る主要な経営

指標等の推移については記載しておりません。 

２  売上高には、消費税は含まれておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため、記載しておりません。 

４  潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 
  

第一部 【企業情報】

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (千円) 22,764,595 22,736,607 22,312,042 47,006,231 46,367,829

経常利益(△損失) (千円) △142,166 △535,360 △501,103 388,247 △511,873

中間(当期)純利益 
(△損失)

(千円) △156,806 △513,349 △458,233 349,413 △948,795

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,913,000 2,913,000 2,913,000 2,913,000 2,913,000

発行済株式総数 (株) 12,662,100 12,662,100 12,662,100 12,662,100 12,662,100

純資産額 (千円) 8,208,571 8,124,095 7,401,512 8,710,781 7,888,039

総資産額 (千円) 29,626,792 29,096,875 27,489,607 30,318,254 28,773,586

１株当たり純資産額 (円) 665.30 658.64 600.22 706.15 639.64

１株当たり中間 
(当期)純利益(△損失)

(円) △12.71 △41.61 △37.15 28.32 △76.92

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 7.50 ―

自己資本比率 (％) 27.7 27.9 26.9 28.7 27.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 651,864 665,361 564,247 865,039 712,173

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △28,238 △293,412 22,391 △47,098 △245,233

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △690,502 △217,256 △342,437 1,000,199 △783,607

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 3,471,372 3,510,682 3,283,524 3,355,990 3,039,323

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
540 
(234)

551
(236)

575
(229)

531 
(254)

545
(212)



２ 【事業の内容】 

当社はインテリア事業及びオフィス事業を営んでおります。 

インテリア事業は、壁装材、カーテン、床材を中心とする内装材商品の仕入及び販売を行っており、主として当

社独自で開発した商品「リリカラ」をメーカーに製造委託し、代理店あるいは一部内装工事業者等に販売しており

ます。 

オフィス事業は、オフィス家具、事務用品等の仕入及び販売を行っております。 

以上述べた内容を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

  

 

  

(注) １ 内装工事業者等への販売は関西地区を中心に僅少な為、破線で表示しております。 

２ 麗彩壁紙（上海）有限公司は、当中間期においては記載すべき営業活動等は行っておりません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を( )内に外書で記載しておりま

す。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好に推移しております。 

  

区分 従業員数(名)

インテリア事業 435 (208)

オフィス事業 119 ( 19)

その他 21 (  2)

合計 575 (229)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期におけるわが国経済は、製造業を中心とした企業収益の改善に伴う設備投資の増加、雇用環境の改善か

ら個人消費も拡大傾向で推移等全般的に回復に向けた動きが見られましたが、長引く原油価格の高騰、為替の不安

定な動き等不安要素も見受けられました。インテリア業界では重要な指標となる新設住宅着工戸数は、前年同期比

6.8％の増の617千戸となりました。 

このような環境のもとで、当中間期の売上高は前年同期比1.9％減の22,312百万円となりました。 

事業別の状況を見ますと、インテリア事業につきましては、主力の壁装材は、２月に、新築はもちろんリフォー

ムにもきれいに貼れる、ベーシックな無地からモダンな柄までバリエーション豊富な商品を取り揃えた見本帳“ら

くらくリフォーム1000”、４月には住宅から商業空間まであらゆるシチュエーションに対応する豊富な壁紙を多数

掲載した見本帳“ライト1000”、さらに５月には、ベーシック・和風・パターンと常に新しさを加えたデザインが

好評の見本帳“ベース”を発行し拡販に努めましたが、壁装材全体での売上高は、前年同期比3.2％減の10,245百

万円に止まりました。 

カーテンにつきましては、昨年発行いたしました見本帳“サーラ3800”の拡販に努め、売上高は前年同期比

0.2％増の3,835百万円となりました。なお、当下半期の開始月である７月に、上質で新しい窓辺の演出をデザイ

ン、素材、テクスチャーを駆使しご提案していく総合見本帳“ファブリックデコ”を発行し拡販に努めていく所存

であります。 

一方、床材につきましては、２月に、全点抗菌加工を施したクリーン素材、ペット対応床材も加わり使い勝手の

よい住宅用床材の総合見本帳“クッションフロア”を発売し好評を得、フローリング等も伸び、売上高は前年同期

比3.9％増の2,393百万円となりました。また、ブラインド等の商品についても前年同期比増加いたしましたが、イ

ンテリア事業全体の売上高は、前年同期比0.9％減の17,891百万円となりました。 

オフィス事業につきましては、顧客満足度を高めるための営業強化、新規顧客の開拓等に懸命の努力を払いまし

たが、売上高は前年同期比5.6％減の4,420百万円に止まりました。 

利益面におきましては、インテリア事業の壁装材価格見直しにより利益率が改善したほか、オフィス事業の売上

原価率も低下し、全体で売上総利益率は若干上昇いたしました。販売費及び一般管理費につきましては、見本帳

費、販売促進費等の削減に努め、前年同期比0.8％減に止めましたものの、売上高の減少が響き、営業損失448百万

円、経常損失501百万円となりました。また、特別利益といたしまして賞与引当金戻入益を、特別損失といたしま

して減損損失を計上し、結果、中間純損失458百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主要因は次のとおりであります。  

当中間会計期間の現金及び現金同等物（以下資金という。）は、前事業年度末と比較して244百万円増加し、当

中間会計期間末は3,283百万円となりました。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当中間会計期間における営業活動により得た資金は、564百万円となりました。これは、税引前中間純損失（432

百万円）、仕入債務の減少（639百万円）等の減少要因はありましたが、売上債権の減少（1,734百万円）、未払金

の増加（284百万円）等の増加要因によるものであります。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当中間会計期間における投資活動により得た資金は、22百万円となりました。これは主に、保証金の回収による

収入（60百万円）等によるものであります。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当中間会計期間に財務活動により使用した資金は、342百万円となりました。これは、主に長・短期借入金の返

済、社債の償還によるものであります。  

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間会計期間の仕入実績を事業区分別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額には消費税を含んでおりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業区分別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額には消費税を含んでおりません。 

  

事業区分 商品区分 金額(千円) 前年同期比(％)

壁装材 7,624,247 95.5

カーテン 2,992,764 108.2

インテリア事業 床材 2,186,471 110.2

その他 1,307,904 105.1

小計 14,111,387 100.9

オフィス家具 2,859,516 92.9

オフィス事業 事務用品等 893,797 94.1

小計 3,753,314 93.2

合計 17,864,702 99.2

事業区分 商品区分 金額(千円) 前年同期比(％)

壁装材 10,245,886 96.8

カーテン 3,835,767 100.2

インテリア事業 床材 2,393,359 103.9

その他 1,416,915 105.9

小計 17,891,928 99.1

オフィス家具 3,395,334 93.8

オフィス事業 事務用品等 1,024,779 96.4

小計 4,420,114 94.4

合計 22,312,042 98.1



３ 【対処すべき課題】 

当社を取り巻く環境は依然として厳しい状況で推移するものと予想され、以下の課題を重点的に推進してまいり

ます。 

①付加価値の高い中高級品の販売強化 

 今後ますます拡大するリフォーム市場において、お客様に豊かな住生活を提供するために、魅力ある商品やサー

ビスを提供してまいります。 

②オフィス事業における企業の移転需要の取りこみ 

 都内のオフィスビルが大量供給されると同時に、企業業績が好調に推移していることから、企業のオフィス移転

やリニューアルの動きがしばらく続くものと思われます。当社としては、積極的な営業活動と、効果的なプランの

提案により、こうした需要の取り込みを強化してまいります。 

③売上原価低減策の実施 

 依然として、原油をはじめとする一次産品の価格上昇等による主力の塩ビ壁装材の仕入価格の上昇があるなか、

種々のコストダウン策の実践を図り、引き続き売上原価の低減に努力してまいります。  

④財務体質の一層の向上 

 資産の流動化などの資金調達手段の利用により、有利子負債の一層の圧縮策を講じるほか、キャッシュ・フロー

の重視を心がけ、企業価値の向上を目指してまいります。  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありま

せん。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 41,000,000

計 41,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月27日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 12,662,100 12,662,100
ジャスダック
証券取引所

―

計 12,662,100 12,662,100 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年１月１日～ 
平成18年６月30日

― 12,662,100 ― 2,913,000 ― 3,195,360



(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 自己株式330千株(2.61％)を保有しておりますが上記の大株主からは除いております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 完全議決権株式(その他)には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権７個)含まれております。 

   ２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式970株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

有限会社ヤマサカエ商事 東京都狛江市東和泉１丁目32番10号 2,444 19.30

山 田 大 補 東京都狛江市 1,618 12.78

山 田 俊 子 東京都狛江市 630 4.97

リリカラ社員持株会 東京都新宿区西新宿７丁目５番20号 524 4.14

山 田 俊 之 東京都狛江市 373 2.94

竹 田 和 平 愛知県名古屋市天白区 300 2.36

山 田 喜 美 子 東京都中野区 277 2.19

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷３丁目29番22号 220 1.74

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 200 1.58

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 198 1.56

計 ― 6,787 53.6

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(保有自己株式) 
普通株式

330,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,219,000 12,219 ―

単元未満株式 普通株式 113,100 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 12,662,100 ― ―

総株主の議決権 ― 12,219 ―



② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(保有自己株式) 
リリカラ株式会社

東京都新宿区西新宿 
７丁目５番20号

330,000 ― 330,000 2.60

計 ― 330,000 ― 330,000 2.60

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 379 366 324 409 359 323

最低(円) 306 230 265 303 295 247



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

 
  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日

取締役名誉会長
代表取締役社長

最高経営責任者（ＣＥＯ）
山田 大補 平成18年９月６日

代表取締役社長
代表取締役

最高執行責任者（ＣＯＯ）
山田 俊之 平成18年９月６日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)については、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日

まで)及び当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人ト

ーマツの中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、第64期に中華人民共和国の上海に１００％出資の子会社を設立いたしましたが、当中間期につきま

しては、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準からみて、重要性に乏しい子会社であるため、

中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

平成17年６月30日

当中間会計期間末

平成18年６月30日

前事業年度の 

要約貸借対照表 

平成17年12月31日

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 3,510,682 3,283,524 3,039,323

   受取手形 ※５ 4,940,198 4,216,338 5,389,163

   売掛金 6,040,621 5,989,846 6,551,811

   棚卸資産 3,499,655 3,540,296 3,257,648

   その他の流動資産 2,268,287 1,687,894 1,575,470

   貸倒引当金 △77,900 △58,000 △65,300

   流動資産合計 20,181,545 69.4 18,659,901 67.9 19,748,116 68.6

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※１

    建物 ※２ 1,316,818 1,286,261 1,248,715

    土地 ※２ 2,362,871 2,190,058 2,171,407

    その他の有形固定資産 136,698 125,613 125,390

    有形固定資産合計 3,816,388 13.1 3,601,934 13.1 3,545,514 12.3

   無形固定資産 173,592 0.6 154,611 0.6 167,796 0.6

   投資その他の資産

    差入保証金 2,695,240 2,626,025 2,681,367

    その他の投資 

    その他の資産
※
1 
２ 2,629,486 2,780,795 3,031,420

    貸倒引当金 △399,379 △333,660 △400,629

    投資その他の資産合計 4,925,348 16.9 5,073,161 18.4 5,312,158 18.5

   固定資産合計 8,915,329 30.6 8,829,706 32.1 9,025,469 31.4

   資産合計 29,096,875 100.0 27,489,607 100.0 28,773,586 100.0



 
  

前中間会計期間末

平成17年６月30日

当中間会計期間末

平成18年６月30日

前事業年度の 

要約貸借対照表 

平成17年12月31日

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 3,000,799 2,987,050 3,010,096

   買掛金 10,471,705 10,554,625 11,171,462

   短期借入金 ※２ 2,338,000 2,090,000 2,146,000

   １年内返済予定の 

   長期借入金
※２ 596,800 1,008,160 706,800

   １年内償還予定の社債 120,000 120,000 120,000

   未払法人税等 36,694 41,569 83,394

   賞与引当金 233,300 158,800 232,900

   その他の流動負債 1,429,381 1,341,719 1,020,720

   流動負債合計 18,226,681 62.7 18,301,925 66.6 18,491,373 64.3

Ⅱ 固定負債

   社債 390,000 270,000 330,000

   長期借入金 ※２ 1,426,000 503,940 1,017,600

   退職給付引当金 618,665 606,881 614,810

   その他の固定負債 311,432 405,348 431,763

   固定負債合計 2,746,098 9.4 1,786,169 6.5 2,394,173 8.3

   負債合計 20,972,779 72.1 20,088,095 73.1 20,885,546 72.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,913,000 10.0 ― ― 2,913,000 10.1

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 3,195,360 ― 3,195,360

   その他資本剰余金

   (1)自己株式処分差益 395 ― 395

   資本剰余金合計 3,195,756 11.0 ― ― 3,195,756 11.1

Ⅲ 利益剰余金

   利益準備金 188,000 ― 188,000

   任意積立金 2,198,429 ― 2,198,429

   中間(当期)未処理損失 494,962 ― 930,409

   利益剰余金合計 1,891,466 6.5 ― ― 1,456,019 5.1

Ⅳ その他有価証券 

   評価差額金
179,698 0.6 ― ― 379,913 1.3

Ⅴ 自己株式 △55,825 △0.2 ― ― △56,649 △0.2

   資本合計 8,124,095 27.9 ― ― 7,888,039 27.4

   負債及び資本合計 29,096,875 100.0 ― ― 28,773,586 100.0



 
  

前中間会計期間末

平成17年６月30日

当中間会計期間末

平成18年６月30日

前事業年度の 

要約貸借対照表 

平成17年12月31日

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,913,000 10.6 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 3,195,360 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 395 ―

   資本剰余金合計 ― ― 3,195,756 11.6 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 188,000 ―

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 62,405 ―

    土地圧縮積立金 ― 105,095 ―

    別途積立金 ― 1,095,000 ―

    繰越利益剰余金 ― △452,714 ―

   利益剰余金合計 ― ― 997,786 3.6 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △56,874 △0.2 ― ―

   株主資本合計 ― ― 7,049,668 25.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 

   評価差額金
― ― 351,843 ― ―

   評価・換算差額等合計 ― ― 351,843 1.3 ― ―

   純資産合計 ― ― 7,401,512 26.9 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 27,489,607 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日

当中間会計期間

自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日

前事業年度の 

要約損益計算書 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 22,736,607 100.0 22,312,042 100.0 46,367,829 100.0

Ⅱ 売上原価 17,740,445 78.0 17,335,224 77.7 35,888,402 77.4

   売上総利益 4,996,161 22.0 4,976,817 22.3 10,479,427 22.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 5,470,133 24.1 5,424,854 24.3 10,872,595 23.4

   営業損失 473,971 △2.1 448,036 △2.0 393,167 △0.8

Ⅳ 営業外収益 ※２ 31,099 0.1 30,174 0.1 65,131 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※
１
３ 92,487 0.4 83,240 0.3 183,837 0.4

   経常損失 535,360 △2.4 501,103 △2.2 511,873 △1.1

Ⅵ 特別利益 ※４ 47,487 0.2 98,270 0.4 58,838 0.1

Ⅶ 特別損失 ※
５

６
－ － 29,813 0.1 444,961 0.9

   税引前中間(当期) 

   純損失
487,872 △2.2 432,646 △1.9 897,997 △1.9

   法人税及び住民税 26,854 26,883 53,554

   法人税等調整額 (貸方)1,377 25,476 0.1 (貸方)1,296 25,586 0.1 (貸方)2,755 50,798 0.1

   中間(当期)純損失 513,349 △2.3 458,233 △2.0 948,795 △2.0

   前期繰越利益 18,386 ― 18,386

   中間(当期)未処理 

   損失
494,962 ― 930,409



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

(単位:千円) 

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高 2,913,000 3,195,360 395 3,195,756

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し －

 別途積立金の取崩し －

 中間純損失 －

 自己株式の取得 －

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
－

中間会計期間中の変動額合計 － － － －

平成18年６月30日残高 2,913,000 3,195,360 395 3,195,756

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産圧縮 土地圧縮
別途積立金 繰越利益剰余金

積立金 積立金

平成17年12月31日残高 188,000 68,334 105,095 2,025,000 △930,409 1,456,019 △56,649 7,508,126

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し △5,928 5,928 － －

 別途積立金の取崩し △930,000 930,000 － －

 中間純損失 △458,233 △458,233 △458,233

 自己株式の取得 － △224 △224

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
－ －

中間会計期間中の変動額合計 － △5,928 － △930,000 477,694 △458,233 △224 △458,457

平成18年６月30日残高 188,000 62,405 105,095 1,095,000 △452,714 997,786 △56,874 7,049,668

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成17年12月31日残高 379,913 379,913 7,888,039

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し － －

 別途積立金の取崩し － －

 中間純損失 － △458,233

 自己株式の取得 － △224

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△28,069 △28,069 △28,069

中間会計期間中の変動額合計 △28,069 △28,069 △486,527

平成18年６月30日残高 351,843 351,843 7,401,512



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日

当中間会計期間

自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー 

計算書 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純損失 △487,872 △432,646 △897,997

   減価償却費 59,633 55,490 120,393

   減損損失 ― 29,813 ―

   ソフトウェア償却費 25,521 27,525 52,587

   貸倒引当金の減少額 △25,516 △74,269 △36,866

   賞与引当金の増加額(△減少額) 12,000 △74,100 11,600

   受取利息及び受取配当金 △4,850 △6,650 △11,289

   支払利息 42,309 32,361 73,888

   売上債権の減少額 1,628,265 1,734,790 668,110

   棚卸資産の減少額(△増加額) △114,236 △282,648 127,770

   未収入金の減少額 6,196 3,932 405,986

   長期前払見本帳費及び 

   見本帳製作仮勘定の減少額 

   (△増加額)

109,197 △119,209 108,239

   仕入債務の減少額 △1,001,451 △639,882 △292,397

   未払金の増加額 468,804 284,754 152,334

   未払消費税の減少額 △121,496 △44,494 △67,335

   その他 166,131 178,884 414,159

    小計 762,636 673,650 829,184

   利息及び配当金の受取額 6,353 8,156 11,290

   利息の支払額 △48,285 △34,250 △72,957

   法人税等の支払額 △55,343 △83,308 △55,343

  営業活動による 

  キャッシュ・フロー
665,361 564,247 712,173

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △8,752 △23,492 △13,944

   無形固定資産の取得による支出 △11,070 △16,639 △29,158

   投資有価証券の売却による収入 ― 33,035 ―

   貸付による支出 △200,000 △25,000 △200,000

   貸付金回収による収入 3,300 16,600 9,900

   保証金の差入による支出 △5,931 △4,777 △8,362

   保証金の回収による収入 11,736 60,119 28,040

   保険積立金のための支出 △10,436 △10,406 △20,842

   その他 △72,258 △7,047 △10,865

  投資活動による 

  キャッシュ・フロー
△293,412 22,391 △245,233



 
  

前中間会計期間

自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日

当中間会計期間

自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日

前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー 

計算書 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 1,200,000 1,170,000 1,200,000

   短期借入金の返済による支出 △1,102,000 △1,226,000 △1,294,000

   長期借入れによる収入 550,000 100,000 550,000

   長期借入金の返済による支出 △698,740 △312,300 △997,140

   社債の償還による支出 △60,000 △60,000 △120,000

   配当金の支払額 △92,813 ― △93,293

   その他 △13,703 △14,137 △29,173

  財務活動による 

  キャッシュ・フロー
△217,256 △342,437 △783,607

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 

  増加額(△減少額)
154,691 244,201 △316,667

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,355,990 3,039,323 3,355,990

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
3,510,682 3,283,524 3,039,323



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日

当中間会計期間
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日

前事業年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

当中間期末日の市場

価格等に基づく時価法

によっております。な

お、評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法によっておりま

す。

その他有価証券

時価のあるもの

当中間期末日の市場

価格等に基づく時価法

によっております。な

お、評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法によっておりま

す。

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等

に基づく時価法によっ

ております。なお、評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

っております。

時価のないもの

移動平均法による原

価法によっておりま

す。

時価のないもの

   同左

時価のないもの

   同左

(2) 棚卸資産 ① 商品

(イ)壁装材等内装材料

総平均法による原

価法

① 商品

(イ)壁装材等内装材料

 同左

① 商品

(イ)壁装材等内装材料

   同左

(ロ)事務用品等

最終仕入原価法

(ロ)事務用品等

 同左

(ロ)事務用品等

   同左

② 貯蔵品

最終仕入原価法

② 貯蔵品

 同左

② 貯蔵品

   同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産及

び賃貸用不動産

(その他の投資

その他の資産)

定率法(平成10年４月１

日以降に取得した建物〔附

属設備を除く〕については

定額法)によっておりま

す。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物     31年～50年

工具器具備品 ５年～15年

  同左    同左

(2) 無形固定資産 定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

自社利用の
ソフトウェア

５年

    同左    同左



 
  

項目
前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日

当中間会計期間
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日

前事業年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等の特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計

上しております。

同左 同左

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支

給に備えるため、下期の賞

与支給見込額のうち当中間

会計期間に負担すべき額を

計上しております。

同左 従業員に対する賞与の支

給に備えるため、翌期の賞

与支給見込額のうち当期に

負担すべき額を計上してお

ります。

(3) 退職給付引当金 適格退職年金制度の廃止

に伴い、従業員の退職時に

支払う年金資産の積立額が

退職一時金額に不足する場

合の不足額を計上しており

ます。

同左 同左

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

  同左 同左

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の

方法

特例処理の要件を満たし

ている金利スワップ及び金

利キャップについては、特

例処理によっております。

同左 同左

(2) ヘッジ手段と

ヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

及び金利キャ

ップ

ヘッジ対象 借入金

同左 同左

(3) ヘッジ方針 デリバティブ取引に関す

る権限及び取引限度額を定

めた内部規程に基づき、一

部の借入金について金利変

動リスクをヘッジしており

ます。

同左 同左

(4) ヘッジ有効性の

評価方法

特例処理の適用要件を満

たしているため、ヘッジ有

効性の評価を行っておりま

せん。

同左 同左

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

手許現金、要求払預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価格の変動について

僅少なリスクしか負わな

い、取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左



 
  

項目
前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日

当中間会計期間
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日

前事業年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

① 消費税の会計処理

消費税の会計処理は

税抜方式によっておりま

す。

なお、仮払消費税及

び仮受消費税は相殺のう

え、流動負債「その他の

流動負債」に含めて表示

しております。

① 消費税の会計処理

消費税の会計処理は

税抜方式によっており

ます。

なお、仮払消費税及

び仮受消費税は相殺の

うえ、流動資産「その

他の流動資産」に含め

て表示しております。

① 消費税の会計処理

消費税の会計処理は

税抜方式によっておりま

す。

② 中間会計期間に係る

納付税額及び法人税等調

整額は、当期において予

定している利益処分によ

る固定資産圧縮積立金の

取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額

を計算しております。

――――― ―――――



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日

当中間会計期間
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日

前事業年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。これにより、税引前中間純損失

は29,813千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

―――――

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)

を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は7,401,512千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間末における

中間貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

―――――



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日

当中間会計期間
自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日

―――――――――― 

 

 

 

 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書) 

 「配当金の支払額」は前中間会計期間まで、財務活

動によるキャッシュ・フローに区分掲記しておりまし

たが、当中間会計期間において金額的重要性がなくな

ったため、「その他」に含めて表示することに変更い

たしました。 

 なお、当中間会計期間の財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれている「配当金の支

払額」は137千円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
平成17年６月30日

当中間会計期間末
平成18年６月30日

前事業年度末 
平成17年12月31日

※１ 有形固定資産及

び賃貸用不動産

(その他の投資そ

の他の資産)の減

価償却累計額

有形固定資産 3,853,101千円 4,057,121千円 3,893,530千円

賃貸用不動産

(その他の

投資その他

の資産)

473,371千円 245,060千円 374,161千円

※２ 担保に供してい

る資産

建物 946,263千円 947,237千円 915,664千円

土地 1,274,610千円 1,292,261千円 1,274,610千円

賃貸用不動産

(その他の

投資その他

の資産)

246,564千円 139,675千円 229,160千円

計 2,467,438千円 2,379,174千円 2,419,436千円

上記に対応する

債務    
短期借入金 1,695,000千円 2,075,900千円 1,830,000千円

１年内返済 

予定の長期 

借入金

398,800千円 825,160千円 508,800千円

長期借入金 1,243,000千円 503,940千円 933,600千円

計 3,336,800千円 3,405,000千円 3,272,400千円

営業保証金の 

代用として 

供している 

投資有価証券

   

(その他の

投資その他

の資産)

35,903千円 55,919千円 56,503千円

３ 当座借越契約 運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と当座

借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであり

ます。

当座借越契約の 
総額

2,190,000千円

借入実行残高 1,690,000千円

借入未実行残高 500,000千円

運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と当座

借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであり

ます。

当座借越契約の
総額

1,820,000千円

借入実行残高 1,610,000千円

借入未実行残高 210,000千円

運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と当座

借越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当

期末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座借越契約の 
総額

2,190,000千円

借入実行残高 1,690,000千円

借入未実行残高 500,000千円



 
  

項目
前中間会計期間末 
平成17年６月30日

当中間会計期間末
平成18年６月30日

前事業年度末 
平成17年12月31日

４ 偶発債務 従業員23名の銀行からの

借入債務に対して債務保証

を行っており、保証債務残

高は16,408千円でありま

す。

従業員20名の銀行からの

借入債務に対して債務保証

を行っており、保証債務残

高は12,816千円でありま

す。

従業員21名の銀行からの

借入債務に対して債務保証

を行っており、保証債務残

高は15,986千円でありま

す。

※５ 受取手形割引高 911,588千円 1,903,618千円 899,003千円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日

当中間会計期間
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日

前事業年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額

 有形固定資産 59,633千円  有形固定資産 55,490千円 有形固定資産 120,393千円

 無形固定資産 25,521千円  無形固定資産 27,525千円 無形固定資産 52,587千円

 賃貸用不動産 9,398千円  賃貸用不動産 4,487千円 賃貸用不動産 18,289千円

※２ 営業外収益のうち主なもの ※２ 営業外収益のうち主なもの ※２ 営業外収益のうち主なもの

 受取利息 2,727千円  受取利息 3,400千円 受取利息 6,289千円

 不動産賃貸料 21,850千円  不動産賃貸料 20,166千円 不動産賃貸料 43,887千円

※３ 営業外費用のうち主なもの ※３ 営業外費用のうち主なもの ※３ 営業外費用のうち主なもの

 支払利息 38,304千円  支払利息 32,361千円 支払利息 73,888千円

 手形売却損 17,254千円  手形売却損 22,956千円 手形売却損 35,850千円

※４    ―――― ※４ 特別利益のうち主なもの ※４ 特別利益のうち主なもの

 賞与引当金戻入益 88,501千円 貸倒引当金戻入益 35,659千円

 会員権償還益 23,178千円

※５    ―――― ※５ 特別損失のうち主なもの ※５ 特別損失のうち主なもの

 減損損失 29,813千円 固定資産売却損 341,592千円

 過年度給与手当 103,369千円

※６    ―――― ※６ 減損損失 ※６    ――――
 当中間会計期間において、当社は
以下の資産グループについて減損損
失を計上しました。

 

用途 種類 場所

賃貸用資産 賃貸用土地 北海道地区

賃貸用建物 中部地区

九州地区

遊休資産 賃貸用土地 東北地区

賃貸用建物

 当社は、管理会計上の区分を基礎
として、又、賃貸用資産、遊休資産
については個々の物件単位ごとに資
産グループを決定しております。 
 賃貸用資産及び遊休資産につい
て、市場価格が著しく下落したため
当該資産グループの帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失(29,813千円)として特別損
失に計上しました。 
 その内訳は、下記のとおりであり
ます。

 賃貸用資産 ３物件

   賃貸用土地 12,072千円

   賃貸用建物 11,768千円

 遊休資産  １物件

   賃貸用土地 3,271千円

   賃貸用建物 2,701千円

――――――――――――――――

 合計 29,813千円

 なお、当該資産グループの回収可
能価額は正味売却価額により測定し
ております。当該資産グループつい
ては不動産鑑定評価額に基づいて算
定しております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加700株は、単元未満株式の買取による増加によるものです。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間末

株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株）

発行済株式

 普通株式 12,662,100 ― ― 12,662,100

  合計 12,662,100 ― ― 12,662,100

自己株式

 普通株式(注) 330,270 700 ― 330,970

  合計 330,270 700 ― 330,970



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日

当中間会計期間
自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日

前事業年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

現金及び現金同等物

の中間期末(期末)残高

と中間貸借対照表(貸

借対照表)に掲記され

ている科目の金額との

関係

現金及び預金勘定

現金及び現金同等物

3,510,682千円

3,510,682千円

3,283,524千円

3,283,524千円

3,039,323千円

3,039,323千円



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日

当中間会計期間
自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日

前事業年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引

リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期

末(期末)残高相当額

取得価額
相当額

(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末残高
相当額 
(千円)

取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末残高
相当額 
(千円)

取得価額
相当額

(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額

(千円)

 

機械及び装置 
(その他の有形固定資産)

工具器具備品 
(その他の有形固定資産)

ソフトウェア 
(無形固定資産)

合計

 

1,945,191 1,543,118 402,073

454,883 224,414 230,468

357,114 131,751 225,362

2,757,189 1,899,284 857,904

 

1,784,922 1,546,267 238,654

469,905 174,966 294,938

270,964 110,405 160,558

2,525,791 1,831,639 694,151

 

1,974,691 1,640,790 333,900

408,540 205,600 202,939

320,634 130,359 190,275

2,703,866 1,976,751 727,115

未経過リース料中間

期末(期末)残高相当額

１年以内

１年超

合計

359,453千円

558,193千円

917,646千円

378,657千円

435,523千円

814,181千円

340,009千円

435,482千円

775,491千円

支払リース料、減価

償却費相当額及び支払

利息相当額

支払リース料

減価償却費相当額

支払利息相当額

202,301千円

180,575千円

13,279千円

198,347千円

175,109千円

10,286千円

402,952千円

359,992千円

24,519千円

減価償却費相当額の

算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

同 左 同 左

利息相当額の算定方

法

リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、

利息法によっております。

同 左 同 左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
(注)  その他有価証券の減損にあたっては時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、回復する見込みの

ないほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を行っております。 

また、取得原価に対する個々の銘柄の有価証券の時価の下落率が２期連続で30％以上50％未満であった場

合にも、当該有価証券は回復する見込みのないほど著しい下落であるものとみなして、減損処理を行いま

す。 

  

当中間会計期間末(平成18年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
(注)  その他有価証券の減損にあたっては時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、回復する見込みの

ないほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を行っております。 

また、取得原価に対する個々の銘柄の有価証券の時価の下落率が２期連続で30％以上50％未満であった場

合にも、当該有価証券は回復する見込みのないほど著しい下落であるものとみなして、減損処理を行いま

す。 

  

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 194,405 496,647 302,241

債券 1,871 2,152 280

計 196,277 498,799 302,522

種類
中間貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

非上場株式 12,191

その他 36,481

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 203,693 796,022 592,329

計 203,693 796,022 592,329

種類
中間貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

非上場株式 9,191

その他 36,496



前事業年度末(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
(注)  その他有価証券の減損にあたっては時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、回復する見込み

のないほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を行っております。 

また、取得原価に対する個々の銘柄の有価証券の時価の下落率が２期連続で30％以上50％未満であった場

合にも、当該有価証券は回復する見込みのないほど著しい下落であるものとみなして、減損処理を行いま

す。 

  

種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 199,546 838,699 639,153

債券 1,871 2,302 431

計 201,418 841,002 639,584

種類
貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

非上場株式 12,191

非上場債券 31,164

その他 36,491



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年６月30日) 

当中間会計期間において、すべてのデリバティブ取引にヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はあり

ません。 

  

当中間会計期間末(平成18年６月30日) 

当中間会計期間において、すべてのデリバティブ取引にヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はあり

ません。 

  

前事業年度末(平成17年12月31日) 

当事業年度において、すべてのデリバティブ取引にヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありませ

ん。 

  



(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報)  

  

 
  
(注) １株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

項目

前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日

当中間会計期間 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日

前事業年度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日

１株当たり純資産額 658円64銭 600円22銭 639円64銭

１株当たり中間(当期) 

純損失
41円61銭 37円15銭 76円92銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期) 

純利益

 潜在株式が存在しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益は記載して

おりません。

 １株当たり中間純損失で

あり、かつ潜在株式が存在

しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益は

記載しておりません。

 １株当たり当期純損失で

あり、かつ潜在株式が存在

しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益は

記載しておりません。

前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日

当中間会計期間 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日

前事業年度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日

１株当たり中間(当期) 

純損失金額

中間(当期)純損失(千円) 513,349 458,233 948,795

普通株主に帰属しない 

金額(千円)
― ― ―

普通株式に係る中間 

(当期)純損失(千円)
513,349 458,233 948,795

普通株式の期中平均 

株式数(株)
12,335,173 12,331,544 12,334,261



（重要な後発事象） 

前中間会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

第三者割当の方法による種類株式の有利発行および新株予約権の付与について 

  

当社は、平成18年９月６日開催の取締役会において次のとおり、第三者割当の方法による種類株式の有利発行

および新株予約権の付与（有利な条件による）を行うことを決議いたしました。なお、当該決議は、平成18年11

月17日開催予定の臨時株主総会において、種類株式および新株予約権のために必要となる定款変更、種類株式の

有利発行および新株予約権の付与に関する議案が承認されることを条件としております。 

  

Ⅰ．Ａ種無議決権種類株式発行要項の概要 

  
(1) 株式の名称 A種無議決権種類株式（以下「本種類株式」という。）

(2) 発行株式数 3,250,000株

(3) 発行可能株式総数 3,250,000株

(4) 払込金額 １株につき260円

(5) 払込金額の総額 845,000,000円

(6) 資本組入額 １株につき130円

(7) 資本組入額の総額 422,500,000円

(8) 発行方法、割当先及び株式数
 

第三者割当の方法により、ジェイ・ウィル・パートナーズの管理運
営する法人に全株式を割り当てる。

(9) 単元株の定め ・本種類株式の１単元の株式の数は、1,000株とする。 
・当会社は、１単元に満たない株式数を表示した本種類株式にか 
 かる株券を発行しない。 
・本種類株主は、単元未満株式の買増請求権を有しない。

(10) 払込期日 平成18年11月30日（木）（予定）

(11) 剰余金の配当 優先配当
 当会社が剰余金の配当を行う場合、当会社は、本種類株式を有す
る株主（以下「本種類株主」という。）又は本種類株式の登録質権
者（以下「本種類株式登録質権者」という。）に対し、普通株式を
有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録質権
者（以下「普通株式登録質権者」という。）に先立つ剰余金の配当
は行わない。但し、当会社は、払込期日を含む事業年度にかかる定
時株主総会において剰余金の配当が決議される場合は、普通株主又
は普通株式登録質権者への剰余金の配当に先立ち、本種類株主に対
し、普通株主又は普通株式登録質権者に対して普通株式１株につき
配当する額に払込期日から事業年度の末日までを分子とし、365日
を分母とする数を乗じた額を配当する。なお、１円未満の端数を生
じた場合には切り捨てるものとする。
参加条項
 当会社が剰余金の配当をするときは、本種類株主又は本種類株式
登録質権者に対し、本種類株式１株につき、普通株主又は普通株式
登録質権者に対して普通株式１株につき支払う額と同額を、普通株
主又は普通株式登録質権者と同順位にて支払う。但し、払込期日を
含む事業年度にかかる定時株主総会において決議される普通株主又
は普通株式登録質権者に対する剰余金の配当については、本種類株
主に対する配当は行わない。

(12) 残余財産の分配 当会社の残余財産を分配するときは、本種類株式１株につき、普通
株主又は普通株式登録質権者に対して普通株式１株につき分配する



額と同額を、普通株主又は普通株式登録質権者と同順位にて分配す
る。

(13) 自己株式の取得 当会社は、会社法第156条以下の手続に従い、いつでも本種類株主
と合意する金額で本種類株式を買受けることができる。

(14) 議決権 本種類株主は、株主総会において、議決権を有しない。但し、会社
の組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転、定款変更、事
業譲渡又は解散に関わる事項については、株主総会において特に議
決権を有する。

(15) 株式の併合等 当会社は、本種類株式について、以下に定める場合を除き、株式の
併合、分割、株式無償割当又は新株予約権無償割当は行わない。

a) 当会社が当会社の普通株式について併合、分割又は株式無償割
当（以下「普通株式の分割等」という。）を行う場合普通株式
の分割等と同一比率での本種類株式の併合、分割又は無償割当

b) 当会社が当会社の普通株式について新株予約権無償割当（以下
「普通株式の新株予約権無償割当」という。）を行う場合普通
株式の新株予約権無償割当と同一比率での本種類株式の新株予
約権無償割当

(16) 取得請求権 
 a)普通株式を対価とする取得請求権 
 

(イ)本種類株主は、本項に定める条件に従い、当会社に対して、当
会社の普通株式の交付と引換に本種類株式を取得することを
請求することができる。

(ロ)本種類株式を取得することを請求することができる期間 
本種類株主が当会社に対して本種類株式を取得することを請 
求することができる期間は、平成20年11月30日からとする。

(ハ)本種類株式を取得することと引換えに交付する株式の種類 
当会社普通株式

(ニ)取得と引換えに交付により発行すべき普通株式数 
本種類株式の取得と引換えに発行すべき普通株式数は、次の
とおりとする。

 

 
取得と引換えに 
 発行すべき 
 普通株式数

＝

本種類株主が取得請求のために提出した

本種類株式の払込金額の総額

取得価額

取得により発行すべき普通株式数の算出に際し、１株未満の端数が
生じたときはこれを切り捨てるものとし、現金による調整は行わな
い。
(ホ)取得価額
 i)当初取得価額 
  当初取得価額は、260円とする。 
 ii)取得価額の調整 
①本種類株式の払込期日以降、それぞれ以下のとおり、取得価
額を調整する。

(i)本種類株式の取得請求権行使前90取引日目に始まる90取
引日のジャスダック証券取引所における当会社の普通
株式の毎日の普通取引の終値（気配表示を含む。）の
平均値（終値のない日を除く。以下、「普通株式時
価」という。）が当初取得価額を下回る場合、当該平
均値を調整後取得価格とする。ただし、平均値の計算
は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位
を四捨五入する。また、かかる平均値が208円を下回る
場合には、208円（以下「下限取得価額」という。）を
調整後取得価格とする。

(ii)株式の分割により当会社の普通株式を発行する場合、以
下の算式により取得価額（前記(i)の下限取得価額を含
む。 
以下(iii)及び(vi)において同じ。）を調整する。

 

調整後 

取得価額
＝

調整前 

取得価額
×

株式分割前発行済株式数

株式分割後発行済株式数

調整後取得価額は、株式の分割のための株主割当日の
翌日以降、これを適用する。但し、株主総会の決議事
項の承認を条件として株式の分割により普通株式を発
行する旨取締役会で決議する場合で、当該決議をする
株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株
主割当日とする場合には、調整後取得価額は、当該決
議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用
する。 
 
なお、上記但書において、株式の分割のための株主割
当日の翌日から当該株主総会の終結の日までに取得を
なした者に対しては、次の算出方法により、当会社の
普通株式を新たに発行する。



 

株式数 ＝

(調整前取得価額－調整後取得価額)×調整前取得価額

をもって取得により当該期間内に発行された株式数

調整後取得価額

(iii)当会社の普通株式の株式併合を行うときは、以下の算式
により取得価額を調整する。但し、以下の算式におい
ては、自己普通株式の数を含まないものとする。

 

調整後 

取得価額
＝

調整前 

取得価額
×

併合前発行済株式数

併合後発行済株式数

調整後取得価額は、株式併合の効力発生日以降、これ
を適用する。

(iv)調整前取得価額を下回る払込金額又は処分価額をもって
普通株式を発行又は自己普通株式を処分する場合（但
し、株式の分割、普通株式が交付される株式若しくは
取得請求できる株式の取得請求又は新株予約権（新株
予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による
場合を除く。）には、次の算式（以下「取得価額調整
式」という。）により取得価額を調整する。

  
 

調整後 
取得価額

 

 

＝

 
 

調整前 
取得価額

 

 

×

 

(既発行普通株式数－ 

自己普通株式数)

 
 
＋

新規発行普通株式数×

１株当たりの払込金額

調整前取得価額

(既発行普通株式数－自己普通株式数)＋新規発行普通株式数

調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、また、株主
割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す
る。 
なお、自己普通株式処分の場合には、取得価額調整式
における「新規発行普通株式数」は「処分自己普通株
式数」、「１株当たりの払込金額」は「１株当たりの
処分価額」、「自己普通株式数」は「処分前自己普通
株式数」とそれぞれ読み替える。

(v)調整前取得価額を下回る価額をもって普通株式に取得請
求される株式を発行又は処分する場合には、かかる株
式の払込期日に、また、株主割当日がある場合はその
日に、発行又は処分される株式すべてが取得されたも
のとみなし、取得価額調整式において「１株当たりの
払込金額」としてその株式の取得価額を使用して計算
される額を調整後取得価額とする。 
調整後取得価額は、その払込期日の翌日以降、また、
株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用
する。但し、当該発行又は処分される株式の取得価額
がその払込期日又は株主割当日において確定しない場
合、調整後取得価額は、取得価額が決定される日（以
下、本(v)において「取得価額決定日」という。）に、
発行又は処分される株式すべてが取得請求されたもの
とみなし、当該取得価額決定日の翌日以降これを適用
する。 
なお、当会社が所有する、調整前取得価額を下回る価
額をもって普通株式の交付と引換えに取得請求される
株式を処分する場合には、取得価額調整式における
「新規発行普通株式数」は「処分自己株式数」、「１
株当たりの払込金額」は「１株当たりの処分価額」と
それぞれ読み替える。

(vi)取得価額調整に使用する普通株式時価を下回る価額をも
って当会社の普通株式の交付を請求することができる
新株予約権を発行する場合には、かかる新株予約権の
発行日に、また、株主割当日がある場合はその日に、
発行される新株予約権すべてが行使されたものとみな
し、取得価額調整式において「１株当たりの払込金
額」としてその新株予約権の行使により発行される普
通株式１株当たりの払込金額を使用して計算される額
を調整後取得価額とする。 
調整後取得価額は、その発行日の翌日以降、また、株
主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用す
る。但し、当該新株予約権の行使価額がその発行日又
は株主割当日において確定しない場合、調整後取得価
額は、新株予約権の行使価額が決定される日（以下、
本(vi)において「行使価額決定日」という。）に、発
行される新株予約権すべてが行使されたものとみな
し、当該行使価額決定日の翌日以降これを適用する。

②当会社は、上記①に掲げた事由によるほか、次の(i)又は



(ii)のいずれかに該当する場合には、取締役会が①に準じた調
整として合理的と判断する取得価額に調整するものとする。
(i)合併、会社分割、株式交換、株式移転、資本の減少のた
めに取得価額の調整を必要とする場合

(ii)上記(i)のほか、当会社の発行済株式数の変更又は変更
の可能性を生じる事由の発生によって取得価額の調整
を必要とする場合

③取得価額調整式で使用する調整前取得価額は、調整後取得価
額が適用される前日において有効な取得価額とする。

④取得価額調整式で使用する既発行普通株式数及び自己普通株
式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日
がない場合は調整後取得価額を適用する日の前日における当
会社の発行済普通株式数及び自己普通株式数とする。

⑤取得価額の調整のために取得価額調整式を用いて計算を行う
場合には、円単位未満小数第2位まで算出し、小数第２位を
四捨五入する。

(ヘ)取得価額調整式を用いて計算を行った結果、調整後取得価額と
調整前取得価額の差額が１円未満にとどまるときは、取得価
額の調整を行わない。但し、その後、取得価額の調整を必要
とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価
額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額から、
この差額を差し引いた額を適用する。上記(ホ)により取得価
額の調整を行うときは、当会社は、書面によりその旨並びに
その事由、調整前取得価額、調整後取得価額及びその適用の
日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本種類株主に
通知する。但し、適用の日の前日までに通知を行うことがで
きない場合には、以降速やかに通知する。

(ト)取得請求受付場所
リリカラ株式会社 総務部

(チ)取得請求の効力発生
取得請求の効力は、取得請求書及び本種類株式の株券が上記
(ト)に記載する取得請求受付場所に到着した時に発生する。

 b)金銭を対価とする取得請求権 本種類株主は、当会社に対して、平成21年11月30日以後、以下の条
件に従い、当該種類株1株につき普通株式時価、または当該種類株
式１株にかかる払込金額のいずれか大きい金額によりその保有する
本種類株式を取得することを請求することができる。
(イ)累積の取得請求上限株数は、当該種類株の払込期日から3年目

の応当日以降４年目の応当日まではその保有する種類株式の
50%、当該種類株の払込期日から４年目の応当日以降5年目の
応当日までは75%、当該種類株の払込期日から５年目の応当日
以降は100%とする。

(ロ)本種類株式の金銭を対価とする取得請求権に基づく当会社によ
る本種類株式の取得総額は、その上限を1,098,500,000円と
し、下限を取得請求権の行使の対象となる本種類株式にかか
る払込金額の総額とする。

(ハ)本種類株主は、会社法第461条の範囲を超えて、当会社に対
し、本種類株式の取得を請求することはできないものとす
る。

(ニ)取得請求受付場所
リリカラ株式会社 総務部 
 

(ホ)取得請求の効力発生
取得請求の効力は、取得請求書及び本種類株式の株券が上記
(ニ)に記載する取得請求受付場所に到着した時に発生する。

(17) 普通株式を対価とする取得条項 (イ)当会社は、平成24年11月30日（以下「強制取得日」という。）
において、本種類株式を取得（以下「強制取得」という。）
することができる。但し、本種類株主が強制取得日以前に第
16項a)又は同項b)に従い取得請求権を行使した場合は、取得
請求権を行使済の当該本種類株式についてはこの限りではな
い。

(ロ)本種類株式と引き換えに交付する財産の内容 
当会社普通株式 
 

(ハ)強制取得と引換に交付する株式の数
本種類株式の強制取得と引換えに本種類株主に対して交付す
る株式の数は以下のとおりとし、交付する株式数の算出にあ
たり、１株未満の端数が生じた場合、これを切り捨てる。 
 

 

交付する 

株式数
＝

本種類株主が保有する本種類株式の払込金額の総額

強制取得価額

(ニ)強制取得価額
強制取得価額は、強制取得日に先立つ90取引日目に始まる90



 

 
  

取引日のジャスダック証券取引所における当会社の普通株式の毎日
の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のな
い日を除く。）とする。ただし、平均値の計算は、円位未満
小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 
 

(18) 本種類株式の譲渡 本種類株式を譲渡するには、当会社の取締役会の承認を要する。

(19) 資金の使途 本件の第三者割当増資により、収益力強化のための事業資金として
安定的な調達を図るものであります。また、自己資本の充実およ
び、財務基盤の強化にも寄与するものであります。 
当該増資の手取額（概算830百万円）による調達資金の使途につき
ましては、商品アイテム増強に伴う見本帳投資やそれに伴う物流体
制の強化投資・営業力強化や経営効率改善のためのデータベース構
築を骨子とした情報システム投資など、今後の事業拡大のための資
金として充当する予定であります。なお、詳細につきましては、決
定次第お知らせする予定であります。

(20) 割当先及び割当先を管理運営する会社の概要

割当先の名称 合同会社ＬＹコーポレーション（仮称 設立未了）

割当株数 3,250,000株

払込金額 845,000,000円

割 
当 
先 
を 
運 
営 
す 
る 
会 
社 
の 
内 
容

会社名 株式会社ジェイ・ウィル・パートナーズ

本店所在地 東京都千代田区有楽町１-７-１

代表者の氏名 佐藤 雅典

資本の額 270,000,000円

事業内容
企業年金、保険会社、銀行等、国内投資家のみの資金で組成され
たファンドを運営しております。

当 
社 
と 
の 
関 
係

出資関係 該当事項はありません。

取引関係等 該当事項はありません。

設備の賃貸借関係 該当事項はありません。

役員の兼務関係 該当事項はありません。



Ⅱ．第１回新株予約権発行要項の概要 

  
１. 募集新株予約権の名称 

リリカラ株式会社第1回新株予約権（以下、「本新株予約権」という。）

２. 本新株予約権の払込金総額 
金5,000,000円

３. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数またはその数の算定方法
 (1)本新株予約権の目的である株式の種類   当社B種無議決権種類株式 
   詳細は、後記(注)「B種種類株式の内容」を参照願います。 
 (2)本新株予約権の目的である株式の数またはその数の算定方法   
①本新株予約権１個の目的である株式の数の算定方法は、金18,850,000円を行使価額（以下に定義す
る。）で除した数とする。

② 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合、これを切
り捨てる。

４. 発行する新株予約権の総数 
50個

５. 新株予約権の払込金額 
本新株予約権１個あたり金100,000円とする。

６. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
本新株予約権１個あたり金18,850,000円

７. 行使価額 
行使価額は、当初290円とし、以下の調整に服するものとする。

(1)本新株予約権発行後、当社B種種類株式（B種種類株式が最初に発行されるまでの間は普通株式）の分
割（当社普通株式の無償割当を含む。）又は併合をする場合は、次の算式（以下、「行使価額調整
式」という。）により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとす
る。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
株式分割・株式併合前の発行済株式数

株式分割・株式併合後の発行済株式数

(2)行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合の調整後の行使価額の適用時期につ
いては、次に定めるところによる。

調整後行使価額は、株主割当日の翌日以降これを適用する。但し、一定の議案が当社株主総会にお
いて承認されることを条件として株式の分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日
を株式の分割のための株主割当日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降これを適用する。 
なお、上記但書に定める場合において、株式の分割のための株主割当日の翌日から当該株主総会の
終結の日までに本新株予約権を行使した（かかる本新株予約権の行使により発行又は移転される株
式の数を、以下「承認前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、次に定める算式により
算出される株式数につき、本種類株式を新規発行又は移転する。この場合に１株未満の端数を生ず
るときは、これを切り捨てるものとする。

 

発行株式数 ＝
(調整前行使価額－調整後行使価額)×承認前行使株式数

調整後行使価額

(3)上記(1)及び(2)に定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、当社普通株式の併合を行う場
合、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて
行使価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとす
る。

(4)行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどま
る限りは、行使価額の調整は行わない。

(5)行使価額の調整を行うときは、当社は調整後行使価額適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権
者に公告又は通知する。ただし、当該調整後行使価額適用日の前日までに公告又は通知を行うことが
できない場合には、以後速やかに公告又は通知するものとする。

８. 新株予約権の割当日及び払込期日 
平成18年11月30日（予定）

９. 新株予約権を行使することができる期間 
割当日から３年間とする。

10. 新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権はその一部の行使はできない。

11. 新株予約権証券の発行 
新株予約権証券は、これを発行しないものとする。

12. 譲渡制限 



本新株予約権の譲渡を行うに当たっては、当社の取締役会の決議を要するものとする。
13. 新株予約権の行使により新株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1)本新株予約権の行使により新株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40
条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が
生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(2)本新株予約権の行使により新株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、当該資本金等
増加限度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

14. 当社を消滅会社とする合併、又は当社の権利義務を他の会社に承継させる新設分割若しくは吸収分割、当社
を完全子会社とする株式交換若しくは株式移転に基づく本新株予約権に代わる新株予約権の交付及び当該新
株予約権の内容
(1)本新株予約権に代わる新株予約権が交付される場合

(i)当社による合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）に関する合併契約が当社の株主総会
で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当該合併について当社の取締役会決議がなさ
れた場合）、当社は、新株予約権者に対しその旨及び当該合併の効力発生日について本新株予約
権の要項に従い通知を行い、かつ、当該合併が中止されない限り、合併後存続又は設立する会社
（以下、「存続会社」という。）をして、当該合併の効力発生日直前における新株予約権者に対
し、当該本新株予約権の代わりに存続会社の株式を目的とする新株予約権（以下「存続会社の新
株予約権」という。）を交付せしめるものとする。

(ii)当社による新設分割又は吸収分割（本新株予約権に代えて他の会社の新株予約権を交付する場合
に限る。）に関する新設分割計画又は吸収分割契約が当社の株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当該新設分割又は吸収分割について当社の取締役会決議がなされた場
合）、当社は、新株予約権者に対しその旨及び当該新設分割又は吸収分割の効力発生日について
本新株予約権の要項に従い通知を行い、かつ、当該新設分割又は吸収分割が中止されない限り、
当該他の会社（以下「承継会社」という。）をして、当該新設分割又は吸収分割の効力発生日直
前における新株予約権者に対し、当該本新株予約権の代わりに承継会社の株式を目的とする新株
予約権（以下「承継会社の新株予約権」という。）を交付せしめるものとする。

(iii)当社が株式交換又は株式移転により他の会社（以下「完全親会社」という。）の完全子会社とな
ることを当社の株主総会で決議した場合（株主総会決議が不要の場合は、当該株式交換又は株式
移転について当社の取締役会決議がなされた場合）、当社は、新株予約権者に対しその旨及び当
該株式交換又は株式移転の効力発生日について本新株予約権の要項に従い通知を行い、かつ、当
該株式交換又は株式移転が中止されない限り、完全親会社をして、当該株式交換又は株式移転の
効力発生日直前における新株予約権者に対し、当該本新株予約権の代わりに完全親会社の株式を
目的とする新株予約権（以下「完全親会社の新株予約権」という。）を交付せしめるものとす
る。

(2)交付される新株予約権の内容 
上記(1)に基づき存続会社、承継会社又は完全親会社が交付する新株予約権の内容は以下のとおりと
する。
(i)交付される新株予約権の数 
当該合併、新設分割、吸収分割、株式交換又は株式移転の効力発生直前において残存する本新株
予約権の数と同一の数とする。

(ii)新株予約権の目的たる株式の種類 
存続会社の新株予約権については本種類株式と実質的に同一の条項及び条件で発行される存続会
社の種類株式、承継会社の新株予約権については本種類株式と実質的に同一の条項及び条件で発
行される承継会社の種類株式、完全親会社の新株予約権については本種類株式と実質的に同一の
条項及び条件で発行される完全親会社の種類株式とする。

(iii)新株予約権の目的たる株式の数 
当該合併、新設分割、吸収分割、株式交換又は株式移転の条件等を勘案の上、合理的調整がなさ
れた数とする。

(iv)新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 
当該合併、新設分割、吸収分割、株式交換又は株式移転の効力発生直前において有効な本新株予
約権の行使価額に準じて決定し、上記７.に準じた調整がなされるものとする。

(v)新株予約権の行使期間 
当該合併、新設分割、吸収分割、株式交換又は株式移転の効力発生日以降とする。

(vi)新株予約権の行使の条件 
上記第10項に準じた条件とする。

(vii)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事
項 
上記第13項に準じて決定する。

(viii)新株予約権の譲渡制限 
新株予約権を譲渡するには、それぞれ存続会社、承継会社又は完全親会社の取締役会の承認を受
けなければならない。

15. 新株予約権の行使請求の方法

(1)本新株予約権を行使請求しようとする場合、当社の定める行使請求書に必要事項を記載してこれに記
名捺印した上、これを行使請求期間中に第17項に定める行使請求受付場所に提出しなければならな
い。

(2)本新株予約権を行使請求しようとする場合、前号の行使請求書の提出に加えて、本新株予約権の行使
に際して払込をなすべき額の全額を現金にて第18項に定める払込取り扱い場所の当社が指定する口座
に振り込むものとする。

(3)本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な書類の全部が第17項に定める行使請求受付場所



 
  

に到着し、かつ当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額が前号に定める口座に入金され
た日に発生する。

16. 株券の交付方法 
当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後速やかに株券を交付する。

17. 行使請求受付場所 
リリカラ株式会社 総務部

18. 本新株予約権の払込価額の払込及び本新株予約権の行使に関する払込取扱場所
株式会社三井住友銀行 新宿西口支店

19. 本新株予約権の募集の方法 
第三者割当の方法により、本新株予約権すべてを、ジェイ・ウィル・パートナーズの管理運営する法人に割
当てる。

20. 法令又は規則の改正に伴う取扱い 
本新株予約権の発行日後、株券の発行又は新株予約権に関連する会社法その他の日本の法令又は規則の規定
につき改正が行われた場合には、当社は、当該改正後の会社法その他の日本の法令又は規則の規定及び本要
項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と判断する方法により、必要な措置を
講ずることができるものとする。



(注)Ｂ種種類株式の内容 

  

 

(1) 株式の名称 B種無議決権種類株式（以下「本種類株式」という。）

(2) 発行株式数 3,250,000株

(3) 単元株の定め ・本種類株式の１単元の株式の数は、1,000株とする。 
・当会社は、１単元に満たない株式数を表示した本種類株式にか 
 かる株券を発行しない。 
・本種類株主は、単元未満株式の買増請求権を有しない。

(4) 剰余金の配当 優先配当
 当会社が剰余金の配当を行う場合、当会社は、本種類株式を有す
る株主（以下「本種類株主」という。）又は本種類株式の登録質権
者（以下「本種類株式登録質権者」という。）に対し、普通株式を
有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録質権
者（以下「普通株式登録質権者」という。）に先立つ剰余金の配当
は行わない。

(5) 残余財産の分配 当会社の残余財産を分配するときは、本種類株式１株につき、普通
株主又は普通株式登録質権者に対して普通株式１株につき分配する
額と同額を、普通株主又は普通株式登録質権者と同順位にて分配す
る。

(6) 自己株式の取得 当会社は、会社法第156条以下の手続に従い、いつでも本種類株主
と合意する金額で本種類株式を買受けることができる。

(7) 議決権 本種類株主は、株主総会において、議決権を有しない。但し、会社
の組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転、定款変更、事
業譲渡又は解散に関わる事項については、株主総会において特に議
決権を有する。

(8) 株式の併合等 当会社は、本種類株式について、以下に定める場合を除き、株式の
併合、分割、株式無償割当又は新株予約権無償割当は行わない。

a) 当会社が当会社の普通株式について分割、併合又は株式無償割
当（以下「普通株式の分割等」という。）を行う場合普通株式
の分割等と同一比率での本種類株式の分割、併合又は無償割当

(10) b) 当会社が当会社の普通株式について新株予約権無償割当（以下
「普通株式の新株予約権無償割当」という。）を行う場合
普通株式の新株予約権無償割当と同一比率での本種類株式の新
株予約権無償割当

(9) 取得請求権 
 a)普通株式を対価とする取得請求権 
 

(イ)本種類株主は、本項に定める条件に従い、当会社に対して、当
会社の普通株式の交付と引換に本種類株式を取得することを
請求することができる。

(ロ)本種類株式を取得することを請求することができる期間 
本種類株主が当会社に対して本種類株式を取得することを請
求することができる期間は、平成20年11月30日または本種類
株式が最初に発行された日から６ヶ月が経過した日のうち後
に到来する日からとする。

(ハ)本種類株式を取得することと引換えに交付する株式の種類 
当会社普通株式

(ニ)取得と引換えに交付により発行すべき普通株式数 
本種類株式の取得と引換えに発行すべき普通株式数は、次の
とおりとする。

 

 
取得と引換えに 
 発行すべき 
 普通株式数

＝

本種類株主が取得請求のために提出した

本種類株式の払込金額の総額

取得価額

取得により発行すべき普通株式数の算出に際し、１株未満の端数が
生じたときはこれを切り捨てるものとし、現金による調整は行わな
い。
(ホ)取得価額
 i)当初取得価額 
  当初取得価額は、290円とする。 
 ii)取得価額の調整 
①本種類株式の払込期日以降、それぞれ以下のとおり、取得価
額を調整する。

(i)本種類株式の取得請求権行使前90取引日目に始まる90取
引日のジャスダック証券取引所における当会社の普通
株式の毎日の普通取引の終値（気配表示を含む。）の
平均値（終値のない日を除く。以下、「普通株式時
価」という。）が当初取得価額を下回る場合、当該平
均値を調整後取得価格とする。ただし、平均値の計算
は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位



を四捨五入する。また、かかる平均値が232円を下回る場合
には、232円（以下「下限取得価額」という。）を調整
後取得価格とする。

(ii)株式の分割により当会社の普通株式を発行する場合、以
下の算式により取得価額（前記(i)の下限取得価額を含
む。 
以下(iii)及び(vi)において同じ。）を調整する。

 
調整後 

取得価額
＝

調整前 

取得価額
×

株式分割又は無償割当前発行済株式数

株式分割又は無償割当後発行済株式数

調整後取得価額は、株式の分割のための株主割当日の
翌日以降、これを適用する。但し、株主総会の決議事
項の承認を条件として株式の分割により普通株式を発
行する旨取締役会で決議する場合で、当該決議をする
株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株
主割当日とする場合には、調整後取得価額は、当該決
議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用
する。 
 
なお、上記但書において、株式の分割のための株主割
当日の翌日から当該株主総会の終結の日までに取得を
なした者に対しては、次の算出方法により、当会社の
普通株式を新たに発行する。

 

株式数 ＝

(調整前取得価額－調整後取得価額)×調整前取得価額

をもって取得により当該期間内に発行された株式数

調整後取得価額

(iii)当会社の普通株式の株式併合を行うときは、以下の算式
により取得価額を調整する。但し、以下の算式におい
ては、自己普通株式の数を含まないものとする。

 

調整後 

取得価額
＝

調整前 

取得価額
×

併合前発行済株式数

併合後発行済株式数

調整後取得価額は、株式併合の効力発生日以降、これ
を適用する。

(iv)調整前取得価額を下回る払込金額又は処分価額をもって
普通株式を発行又は自己普通株式を処分する場合（但
し、株式の分割、普通株式が交付される株式若しくは
取得請求できる株式の取得請求又は新株予約権（新株
予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による
場合を除く。）には、次の算式（以下「取得価額調整
式」という。）により取得価額を調整する。

  
 

調整後 
取得価額

 

 

＝

 
 

調整前 
取得価額

 

 

×

 

(既発行普通株式数－ 

 自己普通株式数)

 
 
＋

新規発行普通株式数×

１株当たりの払込金額

調整前取得価額

(既発行普通株式数－自己普通株式数)＋新規発行普通株式数

調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、また、株主
割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す
る。 
なお、自己普通株式処分の場合には、取得価額調整式
における「新規発行普通株式数」は「処分自己普通株
式数」、「1株当たりの払込金額」は「１株当たりの処
分価額」、「自己普通株式数」は「処分前自己普通株
式数」とそれぞれ読み替える。

(v)調整前取得価額を下回る価額をもって普通株式に取得請
求される株式を発行又は処分する場合には、かかる株
式の払込期日に、また、株主割当日がある場合はその
日に、発行又は処分される株式すべてが取得されたも
のとみなし、取得価額調整式において「１株当たりの
払込金額」としてその株式の取得価額を使用して計算
される額を調整後取得価額とする。 
調整後取得価額は、その払込期日の翌日以降、また、
株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用
する。但し、当該発行又は処分される株式の取得価額
がその払込期日又は株主割当日において確定しない場
合、調整後取得価額は、取得価額が決定される日（以
下、本(v)において「取得価額決定日」という。）に、
発行又は処分される株式すべてが取得請求されたもの
とみなし、当該取得価額決定日の翌日以降これを適用
する。 



なお、当会社が所有する、調整前取得価額を下回る価額を
もって普通株式の交付と引換えに取得請求される株式
を処分する場合には、取得価額調整式における「新規
発行普通株式数」は「処分自己株式数」、「1株当たり
の払込金額」は「１株当たりの処分価額」とそれぞれ
読み替える。

(vi)取得価額調整に使用する普通株式時価を下回る価額をも
って当会社の普通株式の交付を請求することができる
新株予約権を発行する場合には、かかる新株予約権の
発行日に、また、株主割当日がある場合はその日に、
発行される新株予約権すべてが行使されたものとみな
し、取得価額調整式において「１株当たりの払込金
額」としてその新株予約権の行使により発行される普
通株式１株当たりの払込金額を使用して計算される額
を調整後取得価額とする。 
調整後取得価額は、その発行日の翌日以降、また、株
主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用す
る。但し、当該新株予約権の行使価額がその発行日又
は株主割当日において確定しない場合、調整後取得価
額は、新株予約権の行使価額が決定される日（以下、
本(vi)において「行使価額決定日」という。）に、発
行される新株予約権すべてが行使されたものとみな
し、当該行使価額決定日の翌日以降これを適用する。

②当会社は、上記①に掲げた事由によるほか、次の(i)又は
(ii)のいずれかに該当する場合には、取締役会が①に準じた
調整として合理的と判断する取得価額に調整するものとす
る。  
(i)合併、会社分割、株式交換、株式移転、資本の減少のた
めに取得価額の調整を必要とする場合

(ii)上記(i)のほか、当会社の発行済株式数の変更又は変更
の可能性を生じる事由の発生によって取得価額の調整
を必要とする場合

③取得価額調整式で使用する調整前取得価額は、調整後取得価
額が適用される前日において有効な取得価額とする。

④取得価額調整式で使用する既発行普通株式数及び自己普通株
式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日
がない場合は調整後取得価額を適用する日の前日における当
会社の発行済普通株式数及び自己普通株式数とする。

⑤取得価額の調整のために取得価額調整式を用いて計算を行う
場合には、円単位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を
四捨五入する。

(ヘ)取得価額調整式を用いて計算を行った結果、調整後取得価額と
調整前取得価額の差額が１円未満にとどまるときは、取得価
額の調整を行わない。但し、その後、取得価額の調整を必要
とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価
額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額から、
この差額を差し引いた額を適用する。上記(ホ)により取得価
額の調整を行うときは、当会社は、書面によりその旨並びに
その事由、調整前取得価額、調整後取得価額及びその適用の
日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本種類株主に
通知する。但し、適用の日の前日までに通知を行うことがで
きない場合には、以降速やかに通知する。

(ト)取得請求受付場所
リリカラ株式会社 総務部

(チ)取得請求の効力発生
取得請求の効力は、取得請求書及び本種類株式の株券が上記
(ト)に記載する取得請求受付場所に到着した時に発生する。

 b)金銭を対価とする取得請求権 本種類株主は、当会社に対して、当該種類株の発行日から、以下の
条件に従い、当該種類株１株につき普通株式時価または当該種類株
式1株にかかる払込金額のいずれか大きい金額によりその保有する
本種類株式を取得することを請求することができる。
(イ)累積の取得請求上限株数は、当該種類株の払込期日から３年目

の応当日以降４年目の応当日まではその保有する種類株式の
50%、当該種類株の払込期日から４年目の応当日以降５年目の
応当日までは75%、当該種類株の払込期日から5年目の応当日
以降は100%とする。

(ロ)本種類株式の金銭を対価とする取得請求権に基づく当会社によ
る本種類株式の取得総額は、その上限を払込金額の1.3倍と
し、下限を取得請求権の対象となる当該種類株の払込金額の
総額とする。

(ハ)本種類株主は、会社法第461条の範囲を超えて、当会社に対
し、本種類株式の取得を請求することはできないものとす
る。

(ニ)取得請求受付場所



 
  

前事業年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

リリカラ株式会社 総務部
 

(ホ)取得請求の効力発生
取得請求の効力は、取得請求書及び本種類株式の株券が上記
(ニ)に記載する取得請求受付場所に到着した時に発生する。

(10) 普通株式を対価とする取得条項 (イ)当会社は、平成24年11月30日（以下「強制取得日」という。）
において、本種類株式を取得（以下「強制取得」という。）
することができる。但し、本種類株主が強制取得日以前に第
９項a)又は同項b)に従い取得請求権を行使した場合は、取得
請求権を行使済の当該本種類株式についてはこの限りではな
い。

(ロ)本種類株式と引き換えに交付する財産の内容 
当会社普通株式 
 

(ハ)強制取得と引換に交付する株式の数
本種類株式の強制取得と引換えに本種類株主に対して交付す
る株式の数は以下のとおりとし、交付する株式数の算出にあ
たり、１株未満の端数が生じた場合、これを切り捨てる。 
 

 

交付する 

株式数
＝

当社が取得を決定した本種類株式の払込金額の総額

強制取得価額

(ニ)強制取得価額
強制取得価額は、強制取得日に先立つ90取引日目に始まる90
取引日のジャスダック証券取引所における当会社の普通株式
の毎日の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値（終
値のない日を除く。）とする。ただし、平均値の計算は、円
位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す
る。

(11) 本種類株式の譲渡 本種類株式を譲渡するには、当会社の取締役会の承認を要する。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第65期(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 平成18年３月31日関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９ 

号の規定に基づく臨時報告書                  平成18年９月６日関東財務局長に提出 

  

(3) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び 

同条第２項第２号に基づく臨時報告書              平成18年９月８日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

 

リリカラ株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているリリカラ株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第65期事業年度の中間会計期間

(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、リリカラ株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

  

 
  

平成17年９月14日

取締役会  御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  堤     佳  史  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  中  山  一  郎  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

 

リリカラ株式会社 

 

  

 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているリリカラ株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第66期事業年度の中間会計期間

(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、リリカラ株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年１月

１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  
 追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年９月６日開催の取締役会において、第三者割当の方法に

よる種類株式の有利発行および新株予約権の付与（有利な条件による）について、平成18年11月17日に開催予定の

臨時株主総会に付議することを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

 
  

平成18年９月15日

取締役会  御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  堤     佳  史  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  芝  田  雅  也  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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